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 当センターが発注する建設⼯事等及び物品・委託役務関係業務の適正な履⾏を確保するため、 
「⼤阪府都市整備推進センター⼊札参加停⽌要綱」を下記のとおり制定しますのでお知らせします。 
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総務部 総務課 
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⼤阪府都市整備推進センター⼊札参加停⽌要綱の制定について（お知らせ） 



                             

  

大阪府都市整備推進センター入札参加停止要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益財団法人大阪府都市整備推進センター（以下「センター」という。）が

発注する建設工事等及び物品・委託役務関係業務（以下「センター発注工事等」という。）の適

正な履行を確保するため、一般競争入札及び指名競争入札の入札参加資格者に関する入札参加

停止等の措置について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 建設工事等 建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事及び測

量・建設コンサルタント等業務（測量、地質調査、建築設計・監理、設備設計・監理、建設

コンサルタント及び補償コンサルタント業務）をいう。  

(2) 物品・委託役務関係業務 物品の購入契約、物品の売払い契約、車両等の修理契約、委託

契約、請負契約（建設工事等を除く。）及び賃貸借契約に関する業務をいう。  

(3) 入札参加資格者 大阪府発注工事等に関する地方自治法施行令（昭和 22 年政令第16号）

第167 条の５の規定に基づく一般競争入札の参加資格を有する者及び同令第167条の11の規

定に基づく指名競争入札の参加資格を有する者をいう。  

(4) 役員等 入札参加資格者が個人の場合は本人、法人の場合は代表取締役その他の役員及び

支配人、営業所長又は支店長など契約締結権限を有する者（措置要件に該当する事実又は行

為の発生時に役員等であった者を含む。）をいう。 

(5) 使用人 入札参加資格者が使用する者のうち、役員等以外の全てのもの（措置要件に該当

する事実又は行為の発生時に使用人であった者を含む。）をいう。なお、入札参加資格者との

雇用契約の有無は問わない。  

(6) 入札参加停止 別表各号に掲げる措置要件に該当する入札参加資格者について、一般競争

入札において入札に参加させない措置及び指名競争入札において指名しない措置をいう。 

(7) 入札参加停止等 入札参加停止並びにこの要綱に定める警告及び注意の喚起をいう。  

(8) 契約担当者 契約事務要綱第４条の規定により理事長から契約事務を委任された者をいう。 

 

（入札参加停止の措置）  

第３条 理事長は、入札参加資格者、役員等又は使用人がセンター発注工事等において、別表各

号に揚げる措置要件に該当するときは、情状に応じて当該各号に定めるところにより期間を定

め、建設工事、業務委託等に関する指名等審査要綱第３条に規定する建設工事、業務委託等指

名等審査会(以下「審査会」という。)の議を経て、当該入札参加資格者について入札参加停止

を行うものとする。ただし、共同企業体（発注案件ごとに複数の企業で構成される企業体をい

う。）が別表各号に掲げる措置要件に該当するときは、その構成員である入札参加資格者それぞ

れに対し入札参加停止を行うものとする。  

 

 



（下請負人等及び経常建設共同企業体に関する入札参加停止） 

第４条 理事長は、前条の規定により入札参加停止を行う場合において、入札参加資格者である下

請負人又はセンターが承認した再委託先（以下「下請負人等」という。）が当該入札参加停止に

ついて責を負うべきことが明らかになったときは、審査会の議を経て、当該下請負人等につい

て、元請負人又は受託者の入札参加停止の期間の範囲内で情状に応じて期間を定め、入札参加

停止を併せ行うものとする。  

２ 理事長は、前条の規定により入札参加資格者である経常建設共同企業体（大阪府の入札参加

資格者名簿に登録されているものをいう。）について入札参加停止を行うときは、当該経常建設

共同企業体の入札参加資格者である構成員（明らかに当該入札参加停止について責を負わない

と認められる者を除く。）について、審査会の議を経て、当該経常建設共同企業体の入札参加停

止の期間の範囲内で情状に応じて期間を定め、入札参加停止を併せ行うものとする。  

３ 理事長は、前条又は第１項の規定により入札参加停止を行った入札参加資格者を構成員に含

む経常建設共同企業体について、当該入札参加資格者と同一期間の入札参加停止を行うものと

する。  

 

（入札参加の停止等）  

第５条 契約担当者は、一般競争入札を実施しようとするときは、前２条の規定により入札参加

停止の措置を受けている入札参加資格者（以下｢入札参加停止業者｣という。）及び大阪府入札参

加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者の当該入札への参加資格を認めないもの

とし、指名競争入札を実施しようとするときは、当該入札参加停止業者を指名しないものとす

る。  

２ 契約担当者は、一般競争入札を実施しようとする場合に、入札参加資格者が当該入札への参

加資格を認められた後に入札参加停止業者となったときは、当該業者を入札に参加させないも

のとし、指名競争入札を実施しようとする場合に、当該入札参加停止業者を指名しているとき

は、その指名を取り消すものとする。  

３ 前２項の場合においては、契約担当者は当該入札参加停止業者にその旨を通知するものとす

る。  

 

（入札参加停止期間の特例）  

第６条 入札参加資格者、役員等又は使用人が別表各号に掲げる措置要件の二以上に該当すると

きは、当該要件に定める期間の合計をもって入札参加停止期間とする。ただし、その期間の合

計は３年を超えないものとする。  

２ 入札参加停止業者が新たに別表各号に掲げる措置要件のいずれかに該当することとなった場

合の当該入札参加停止期間は、当該要件に定める期間に、既に措置されている入札参加停止の

残期間を加算した期間とする。ただし、加算後の入札参加停止の期間は３年（同一の事案の場

合は、その当初の措置から３年）を超えないものとする。  

 

（入札参加停止の解除） 

第７条 理事長は、入札参加停止業者が、当該事案について責を負わないことが明らかとなった

と認めたときは、当該入札参加停止業者に係る入札参加停止を解除するものとする。 

 



（入札参加停止の継承）  

第８条 合併等により入札参加停止業者から営業を実質的に継承したと認められる入札参加資格

者は、当該入札参加停止業者の入札参加停止措置を引継ぐものとする。  

 

（入札参加停止の通知）  

第９条 理事長は、第３条若しくは第４条の規定により入札参加停止を行い、又は第７条の規定

により入札参加停止を解除したときは、当該入札参加停止業者に対し遅滞なくその旨を通知す

るものとする。  

 

（随意契約の相手方の制限）  

第10条 契約担当者は、入札参加停止業者を随意契約の相手方としてはならない。ただし、災害

時の緊急・応急契約、特殊技術を要する場合その他契約担当者が特に止むを得ない事由がある

と認める場合は、この限りでない。  

 

（下請け等の禁止）  

第11条 契約担当者は、センターの契約に関して入札参加停止業者に下請負させ、又は再委託す

ることを承認してはならない。ただし、民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続

開始の申立て又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てを理由に

入札参加停止措置を受けている者が、建設業法第２条第１項に規定する建設工事に係るセンタ

ーの契約に関して、下請負し、又は再委託を受けることは、この限りでない。  

 

（警告又は注意の喚起）  

第12条 理事長は、この要綱の趣旨に照らし必要があると認めるときは、審査会の議を経て、当

該入札参加資格者に対し、警告又は注意の喚起を行うことがある。  

 

（情報の公表） 

第13条 理事長は、原則として、入札参加停止に関する情報を入札参加停止満了月の翌月末まで

の間、センターホームページに掲載することにより公表する。 

 

（改廃） 

第14条 この要綱の改廃は、理事長の決裁により行う。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 



別 表  

措 置 要 件 期 間 

（虚偽記載）  

一 センター発注工事等の契約に関して、次の(1)～(3)の書類に虚偽の

記載をし、契約の相手方として不適当であると認められるとき。 

 (1) 入札参加資格審査申請書及びその添付書類 

 (2) 競争入札参加資格審査申請書及びその添付書類  

(3) (1)及び(2)に掲げるもののほか、建設業法第 24 条の７第１項に規

定する 施工体制台帳その他契約担当者が求める提出書類 

当該認定をした日 

から  

 

６月 

（入札等）  

二 入札参加資格者、役員等又は使用人が、センター発注工事等の入札

等の事務の執行に当たり、次の(1)～(4)のいずれかに該当するとき。 

 (1) 入札、契約等の事務の執行に当たり、威圧その他の行為により公正

かつ 円滑な事務の執行を妨げた場合  

(2) 入札心得又は公募型プロポーザル方式応募提案・見積心得に違反

し、センター発注工事等の契約の相手方として不適当であると認めら

れる場合  

(3) 落札したにもかかわらず、契約を締結しなかった場合（落札したに

もかかわらず、建設業法第27条の23第１項に規定する経営事項審査を

受けていないために契約することができなかった場合を含む。）  

(4) 見積合せにおいて、採用者になったにもかかわらず、契約を締結し

なかった場合  

当該認定をした日 

から  

 

１年 

 

１月～１年 

 

 

６月 

 

 

３月 

（契約不履行等）  

三 入札参加資格者が、センター発注工事等の契約の履行に当たり、次

の(1)～(6)のいずれかに該当するとき。 

(1) 契約の履行遅滞により遅滞料の請求がなされた場合  

イ 遅滞日数が30日以内のとき  

ロ 遅滞日数が30日を超えるとき  

(2) 入札参加資格者の責により契約の解除がなされた場合  

(3) 建設工事等の履行成績が不良と判定された場合  

(4) 故意又は過失によりセンター発注工事等を粗雑にしたと認められる

場合  

 

 

(5) 契約の履行に当たり、契約に違反し、契約の相手方として不適当で

あると認められる場合 

（(6)の場合を除く。）  

(6) 契約の履行に当たり、建設工事請負契約書第７条の２第１項（下請

負人の社会保険等加入義務）に違反した場合 

 

当該認定をした日 

から  

 

 

１月 

２月 

１年 

２月 

１月～６月 

（ただし、センターの

信用を貶めたと認め

られる場合は１年） 

２月 

 

 

下請負人１者あたり

２月 

（他の業者の妨害）  

四 役員等又は使用人が、センター発注工事等に関し、入札参加希望者

が資格審査に応募すること、落札者が契約を締結すること、又は契約

者が契約を履行することを妨げたとき。 

当該認定をした日

から 

1 年 

 



措 置 要 件 期 間 

（監督、検査及び点検等の妨害）  

五 役員等又は使用人が、センター発注工事等について、センター会計規

程第49条に規定する監督若しくは検査の実施又はその他契約に関する

業務の執行に当たり、威圧その他の行為により公正かつ円滑な業務の執

行を妨げたとき。 

当該認定をした日

から  

１年 

（安全管理措置）  

六 入札参加資格者が、センター発注工事等の契約の履行に当たり安全管

理の措置が不適切であったため、次の(1)～(2)のいずれかに該当するこ

ととなったとき。  

(1) 公衆に次の被害又は損害を与えた場合  

イ 負傷者の発生又は建物等の損傷  

ロ 死亡者の発生  

(2) 工事関係者及び業務関係者に次の被害を与えた場合  

イ 負傷者の発生  

ロ 死亡者の発生  

当該認定をした日

から  

 

 

 

３月 

６月 

 

１月 

２月 

（暴力行為等）  

七 役員等又は使用人が、その業務に関しセンター職員への暴力、脅迫、

暴言、侮辱、威圧的な言動その他取引相手方として不適当を認められる

言動を行ったとき。  

当該認定をした日

から  

１年 

（その他） 

八  前各号に掲げる場合のほか、入札参加資格者として、ふさわしくな

い行 為があったと認められるとき。 

 

当該認定をした日

から２年以内で審

査会の議により決

定する期間 
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